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不開示理由等 所管局部課等

1 R6.9.26 R6.10.1 令和6年度　特別就労対策事業　実施計画表 1 1
産業労働局雇用就業部
就業推進課

2 R6.8.8 R6.10.7
経済産業省 中小企業庁  中小法人・個人事業者のため
の月次支援金

2 1
産業労働局総務部企画
調整課

3 R6.8.8 R6.10.7
国月次返還確認リスト
国月次返還証明

343 1 1 1

（７条２号）
個人の氏名等に関する情報で、特定の個人を識別
することができるため。
（７条３号）
経理等の事業活動を行う上での内部管理に関する
情報であり、公にすることにより事業運営が損な
われると認められるため。

産業労働局総務部企画
調整課

4 R6.10.6 R6.10.17

住所が○○、屋号○○である飲食店について時短協力
金の申請の際に提出された営業許可証の写し、並びに
営業許可証に記載された内容と同等の内容が記載され
たもの

1 1

（７条３号）
提出された書類の内容を公にすると、事業者の過
去の協力金支給実績等の事業活動情報が明らかに
なり、当該事業者の名誉、社会的評価、社会的活
動等の自由等が損なわれると認められるため。

産業労働局総務部企画
調整課

5 R6.10.18 R6.10.24 健康保険の取り扱いについて 5 1
産業労働局雇用就業部
就業推進課

6 R6.10.15 R6.10.28
都庁舎におけるプロジェクションマッピング運営事業
の経済波及効果について　令和５年度予算分

5 1
産業労働局観光部振興
課

決定区分 （根拠規定）条例７条


